
■令和７年度市政懇談会記録（年度末対応状況） 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 担当部 担当課
参加者発言趣旨
（タイトル）

内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等）

年度末(3月末)の状況 【対応】
未着手・継続中or

完了

1 地域振興部 防災危機管理課 浮田地区の指定避難所の
在り方について

　現在、花巻市では浮田振興センターを指定避難所としているが、避
難する場所は２階であり、トイレが１階にしかないため、階段を上り下り
しなければならない。高齢者等にとって避難所としては優しくない建物
と感じる。また、冬季間などは振興センターまでの上り坂も危険である
など、避難所としてはいくつかの問題があるように思われる。
　前回も聞いたが、指定避難所を地域の同意でほかの施設に移すこと
は可能であるとの回答だったが、一例とすれば「中内公民館」が挙げら
れる。同公民館は選挙の投票所として活用されているが、トイレは汲
み取り式のうえ個室が狭いなど改修が必要と思われる。
　地域の皆の合意を受けてのことになるが、中内公民館を指定避難所
として登録し、介助の必要な方も安心して使えるトイレに改修する考え
があるか伺う。

【地域振興部長】
　避難場所には、災害の危険から命を守るために緊急的に避難する「指定緊急避難場所」と、災害が発生した場合に避難をしてきた被災者が一定期間生活するための「指定避難所」があり、土砂
災害、洪水、地震等の災害の種別や、それぞれの指定基準等に十分留意の上、適切な指定をすることとなっているが、両者を兼ねて指定することも可能とされている。
　浮田振興センターは、指定緊急避難場所と指定避難所の両者を兼ねて指定しており、被災の状況によっては、指定緊急避難場所として開設した後、指定避難所に移行して使用することも考えら
れる。
　指定緊急避難場所の指定にあたっては、内閣府が作成した「指定緊急避難場所の指定に関する手引き」において、避難場所の開放を行う担当者等があらかじめ定められていることの管理条
件、危険が及ぶおそれがないと認められる土地の区域（安全区域）内にある立地条件、若しくは安全区域外であっても異常現象に対して安全な構造となっている構造条件、当該施設が地震に対し
て安全な構造となっている耐震条件などの指定基準が定められているが、このうちの耐震条件とは、昭和56年改正の建築基準法の耐震基準を満たす建物であることとされている。
　過去の事例として、指定緊急避難場所が新たな土砂災害警戒区域内若しくは浸水想定区域内となり、安全区域から外れたため、当該地区と協議して別の場所に変更したことがある。
　今回ご提案の中内公民館は、昭和55年に建築され、地元が所有し管理している建物とお伺いしているが、建築基準法改正前の建物であるため、耐震診断を行っていただく必要があり、診断の
結果、耐震基準を満たしていない場合には耐震補強工事を行っていただく必要がある。
指定緊急避難場所に指定している施設ではないが、大迫の自治公民館（沢崎公民館）で耐震基準を満たしていない施設があり、市が所有する施設であったため、市が耐震補強工事を実施したこ
とがある。中内公民館は地元所有の施設であるが、指定緊急避難場所として利用することが適切であるとなった場合には、市が工事費用の一部を負担することを含め、協議には応じたいと考えて
いるので、ご相談いただきたい。トイレの水洗化や改修については指定基準に定められてはいないものの、避難場所、避難所の環境改善の観点からは、水洗化工事等を行っていただくことをご検
討いただきたい。また、市でトイレカーを導入する予定である。多目的トイレ仕様であり、スロープがあるため車いすでも使用できるのでそちらの車の活用も考えられる。

【八重樫副市長】
　まずは中内公民館の耐震診断する必要があり、耐震基準を満たしているのであれば、避難場所として利用する可能性はあると思う。そのうえで、地域として中内公民館を避難所にという意見が
まとまり、トイレの改修が必要となった場合は、先ほど部長がお話ししたようにご相談いただきたい。

　避難場所には、災害の危険から命を守るために緊急的に避難する「指定緊急避難場所」と、災害が発生した場合に避難をしてきた被災者が一定期間生活するた
めの「指定避難所」があり、土砂災害、洪水、地震等の災害の種別やそれぞれの指定基準等に十分留意の上、適切な指定をすることとなっているが、両者を兼ねて
指定することも可能とされている。
　浮田振興センターは、指定緊急避難場所と指定避難所の両者を兼ねて指定しており、被災の状況によっては、指定緊急避難場所として開設した後、指定避難所
に移行して使用することも想定している。
　指定緊急避難場所の指定にあたっては、内閣府が作成した「指定緊急避難場所の指定に関する手引き」において、避難場所の開放を行う担当者等があらかじめ
定められていることの管理条件、危険が及ぶおそれがないと認められる土地の区域（安全区域）内にある立地条件、若しくは安全区域外であっても異常現象に対し
て安全な構造となっている構造条件、当該施設が地震に対して安全な構造となっている耐震条件などの指定基準が定められているが、このうちの耐震条件とは、昭
和56年改正の建築基準法の耐震基準を満たす建物であることとされている。
　過去の事例として、指定緊急避難場所が新たな土砂災害警戒区域内又は浸水想定区域内となり、安全区域から外れたため、当該地区と協議して別の場所に変
更したことがある。
　中内公民館は、昭和55年に建築され、地元が所有し管理している建物とお伺いしているが、建築基準法改正前の建物であるため、耐震診断を行っていただく必要
があり、診断の結果、耐震基準を満たしていない場合には耐震補強工事を行っていただく必要がある。
　指定緊急避難場所に指定している施設ではないが、大迫の自治公民館（沢崎公民館）で耐震基準を満たしていない施設があり、市が所有する施設であったため、
市が耐震補強工事を実施したことがある。中内公民館は地元所有の施設であるが、指定緊急避難場所として利用することが適切であるとなった場合には、市が工
事費用の一部を負担することを含め、協議には応じたいと考えているので、ご相談いただきたい。トイレの水洗化や改修については指定基準に定められてはいない
ものの、避難場所、避難所の環境改善の観点からは、水洗化工事等を行っていただくことをご検討いただきたい。また、市でトイレカーを導入する予定である。多目
的トイレ仕様であり、スロープがあるため車いすでも使用できるのでそちらの車の活用も考えられる。

完了

2 東和総合支所
建設部

地域振興課
建築住宅課

市道周辺の環境整備につい
て

　地域では空き家が増え、不在地主の管理が行き届かなくなった立ち
木が、道路のすぐ脇までかかる状態である。本来、市道の通行の妨げ
になる枝等は市で伐採していると聞いているが、枝先だけではすぐに
垂れ下がり交通に支障が出ている。
　当地区では「煙突俱楽部」を立ち上げ交通危険場所の伐採なども
行っているが、道路周辺の里山を手入れすることで交通障害の改善
や、野生動物の出没の軽減が図られるものと考える。
　しかし、道路の草刈りと同じで作業をしている方々も高齢化が進み、
継続に不安を感じている。そこで、今後市道の管理について予算的な
こともあるとは思うがどの程度進められるものか伺う。

【東和総合支所長】
　日頃から市道の草刈作業や、自動車の通行に支障となる道路の穴などの情報提供について、ご協力をいただき感謝申し上げる。
ご質問の中で市道敷地内に枝などが伸びてきた場合について、市が枝切りを行っているとのお話があったが、例えば民地にある樹木の倒木により、市道が片側交互通行になるような場合、まず
はじめの対応として車両の通行を確保する必要があることから、緊急的に市においてその倒木を路肩などに撤去する。ただし、通常は原則として民地に繁茂している樹木について、その土地の所
有者又は管理者に対し連絡を行い、枝払いや撤去などの適正管理をしていただくようお願い（依頼）をしている。
　市道に隣接した場所から市道に倒木しそうな樹木があり、区長等から危険である旨の連絡をいただいた場合は、土地の所有者又は管理者に連絡を行い適正管理するようお願い（依頼）をしてい
る。まずは所有者や管理者が責任をもって管理するよう、促すことを原則としている。
　また、事例で紹介いただいた浮田地区の「煙突倶楽部」様の活動に感謝しており、地域の市道管理のみならず、クマ等を寄せ付けない対策になっているものと思うが、何分、今年は山のクマの
エサが不作で、クマがエサを求めて人里に下りてきていると思われることから、目撃回数が昨年度と比較し、現時点で約３倍に増えている。活動や作業には十分注意いただきたい。
　また、市道の草刈に従事いただいている方の高齢化については、他の地域でもよく伺っており喫緊の課題であると認識している。しかし、市がすべての市道の草刈を行うことは予算など様々な面
から難しいため、現在の地域での草刈を維持していただきたいところであるが、今後、地域での作業が難しくなってきた場合には、その都度、市に相談いただきたい。

【八重樫i副市長】
　空き家について、令和７年３月末時点で市が把握している空き家の件数は花巻市全体で1,166件ある。平成24年時点で各行政区長から寄せられた情報を基にそれ以来調査を行ってきている
が、このほかにも潜在的な空き家はあるものと考えている。
　空き家の管理については、原則的には、所有者等が周辺の生活環境に影響を及ぼさないよう、適切な管理を行わなければならないこととなっている。毎年、空き家の所有者等が自ら適切に管理
しなければならないことを認識していただくため、固定資産税の納税通知書を送付する際に、所有者等の責務に関するリーフレットを同封し、空き家の管理について注意喚起している。また、空き
家の敷地から隣地や道路などに草木が越境していたり、空き家にハチが営巣している又は動物が棲みついているなどの通報があった場合は、職員が現地を確認した上で、まずは所有者等に対
し適切な管理を促す文書を送付している。

　ご質問の中で市道敷地内に枝などが伸びてきた場合について、市が枝切りを行っているとのお話があったが、例えば民地にある樹木の倒木により、市道が片側
交互通行になるような場合、まずはじめの対応として車両の通行を確保する必要があることから、緊急的に市においてその倒木を路肩などに撤去する。ただし、通
常は原則として民地に繁茂している樹木について、その土地の所有者又は管理者に対し連絡を行い、枝払いや撤去などの適正管理をしていただくようお願い（依
頼）をしている。
　市道に隣接した場所から市道に倒木しそうな樹木があり、区長等から危険である旨の連絡をいただいた場合は、土地の所有者又は管理者に連絡を行い適正管理
するようお願い（依頼）をしている。まずは所有者や管理者が責任をもって管理するよう、促すことを原則としている。
　また、事例で紹介いただいた浮田地区の「煙突倶楽部」様の活動に感謝しており、地域の市道管理のみならず、クマ等を寄せ付けない対策になっているものと思う
が、何分、今年は山のクマのエサが不作で、クマがエサを求めて人里に下りてきていると思われることから、目撃回数が昨年度と比較し、現時点で約３倍に増えてい
る。活動や作業には十分注意いただきたい。
　また、市道の草刈に従事いただいている方の高齢化については、他の地域でもよく伺っており喫緊の課題であると認識している。しかし、市がすべての市道の草
刈を行うことは予算など様々な面から難しいため、現在の地域での草刈を維持していただきたいところであるが、今後、地域での作業が難しくなってきた場合には、
その都度、市に相談いただきたい。 完了

3 東和総合支所 地域振興課 市道周辺の環境整備につい
て

　中内地区の市道は、委託を受け地域で草刈りをしている。道路から1
ｍ程度にガードレールがありその外側まで超えて草刈りをするのは難
しいので、草刈りの範囲を内側までにしていただけないかご相談した
い。

　委託の内容も含め建設係にご相談をいただきたい。 自治会との草刈り業務委託について、個別に現地を確認し、判断したところである。

完了

5 生涯学習部
健康こども部

スポーツ振興課
健康づくり課

広報の活用について 　区長に各委員等の推薦依頼をお願いされても、それぞれの委員や役
割がどのような仕事をしているかわからないため、推薦しようがないの
が実態である。
　例えば、今日お話しのあった地域スポーツ普及員がマラソンや駅伝
の裏方として活動しているなど、広報を有効活用して活動内容を周知
するのはどうか。保健推進委員も同じである。

　担当課に伝える。 　スポーツ普及員やスポーツ推進委員の活動内容について、市広報による周知を予定。

完了

健康づくり課
スポーツ振興課
地域づくり課

4 健康こども部
生涯学習部
地域振興部

市が委嘱する委員等につい
て

　中山間地は人口減少のほか、高齢者世帯の増加により自治活動の
継続が難しくなってきている。このような中、市が委嘱する各種委員の
推薦等が要請されるが、本当に必要な委員(役職)なのかが疑問に感じ
るものがある。
　保健推進委員、地域スポーツ普及員は、どのような活動で、どのよう
に地域に活動状況が報告されているのか分からない。この方々がいな
ければどのような大きな問題が生じ、花巻の存続が危ぶまれるものな
のか知りたいと感じる。
　｢人がいないのに役職だけがたくさんあるような現状｣は改善すべきと
思う。役割の見直しと併せ、統合するものは統合し、統合や廃止するこ
とも必要なのではないか。｢従前からあるので｣ではなく、現在社会上の
必要性を考えるためにも、一度アンケートを取ってみてはどうか。前述
したように、『地域スポーツ普及員をご存じですか』、『どんな役割を
持っているか知っていますか』、『あなたにとってこの普及員は有益でし
たか』などの質問をしてみてはどうか。

【健康こども部長】
　保健推進委員の活動については、大きく３点となる。
１つ目は市民の健康づくりの推進に関することで、保健推進委員自らが市や県の主催する研修会に参加し、健康づくりについて学び、生活の中で実践したり、地区の集まりやサロン、通いの場な
ど様々な機会に話題とし、普及啓発を頂くことにより地域の皆さんの健康づくりにつなげるものである。
　２つ目は、地域の健康づくり推進事業への協力をお願いしている。市は保健推進委員の方々による受診の呼びかけや自治公民館等への健診案内のチラシ・ポスター掲示により、特定健診の受
診率が非常に高い状況となっている。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大が深刻化する中、ワクチン接種が急がれる時期には、コロナワクチンの集団接種にも会場で接種者の案内等対
応頂くなどの活動もお願いしたところである。
　３つ目は、地域活動への協力をお願いしている。地域の皆さんで行っているサロン、通いの場等で受付等の協力や、地域の方からの健康等の相談を受けた場合は、必要に応じて市や関係機関
へ紹介頂くこととしている。
　保健推進委員は、市民の健康づくりについて行政と地域のパイプ役として保健活動を市とともに推進する役割を担っている。しかし、人口減少や高齢化が進む中、それぞれの地区で推薦に苦慮
している現状や活動実態もふまえ、令和３年度に保健推進委員の定員数を見直し、361名から290名としたところである。

【生涯学習部長】
　昭和39年の東京オリンピック直後、12月に閣議決定された「国民の健康・体力増強対策について」に基づき、行政や民間団体による「体力つくり国民会議」が発足し、全国的に体力づくりを推進す
る組織（体力づくり県民会議、市民会議等）を設置するようになった。
　旧花巻市では、昭和57年度に各行政区単位に「体力づくり推進員」を設置し、体力づくりを推進してきた。その後、市スポーツ振興計画の一環として「花巻市地区スポーツ推進員」、合併後の花巻
市において「花巻市スポーツ推進員」、「花巻市生涯スポーツ推進員」と名称を変え、平成26年からは「地域スポーツ普及員」となり現在に至っている。
　地域スポーツ普及員の設置に関する法律はなく、市独自の取り組みとして市が設置要領を定めて委嘱している。
　なお、スポーツ推進委員は、スポーツ基本法第32条に基づき、スポーツの推進のための事業の実施に係る連絡調整並びに住民に対するスポーツの実技の指導その他スポーツに関する指導及
び助言を行うため市町村に設置することとされており、「体育指導委員」という名称の時もあったが、現在は市の規則により39名の方に委嘱している。
　地域スポーツ普及員の設置状況については、２年任期としており、現在の普及員は今年度末までの任期で、旧花巻地域は各行政区２名、旧３町行政区からは１名とし、市内218行政区から332
名の推薦を頂いているほか地区協議会の会長からの推薦２名の合計334名を委嘱している。市内12地区に地区協議会を組織し活動している。
　普及員には市から活動報酬を支出しており、地区割年額20,000円に加え、普及員１名あたり年額3,000円をまとめて各地区協議会へ支払っている。
　普及員の任務は、市民とともに生涯スポーツの実践普及に努めること、市民の健康・体力つくり活動の促進のための組織の育成等を行うこと、行政機関が実施する健康つくりのためのスポーツ
の行事又は事業に関し協力することのほか、普及員協議会が定める事業を促進することと規定されている。
　具体的な活動内容としては、毎年４月開催のイーハトーブ花巻ハーフマラソン大会の走路員等のスタッフとして各地区から約100名、毎年２月開催の花巻市民ニュースポーツ交流大会の運営及
び参加として例年約150名の協力を頂いている。このほか、地区協議会単位のニュースポーツ大会や講習会等の企画・運営を行っている。
　マラソン大会など大規模スポーツ大会では多くのスタッフを必要とするため、市内から多くの協力をいただける普及員はスポーツイベントの持続的な開催に大きく寄与しているほか、各地区（行政
区）単位での各種スポーツイベントや軽スポーツ等の普及にも活動いただいている。スポーツ推進委員が普及員へ専門的な実技指導等を行い、普及員はその内容をもとに各地区でニュースポー
ツ等の普及活動を行っていただくなど、スポーツ推進委員がフォローして活動いただいているものと認識している。このようなことから、地域スポーツ普及員の皆さまには引き続き活動していただき
たいと考えている。
　一方で、市全体の普及員の人数規模、行政区単位での推薦とする現在の体制については、人口減少などの事情によりどうしても普及員を推薦できない地区があることは承知しているが、人数
規模や推薦方法など普及員のあり方について各地区協議会の意見を聴きながら検討していきたい。

【地域振興部長】
　市が委嘱する委員等の推薦依頼については、行政区長、民生委員児童委員、統計調査員などがあり、人選には大変なご苦労をお掛けしているところである。令和２年度に市が区長の皆様を対
象に実施したアンケート調査において、最も負担と感じていることとして挙げられた項目でもあった。この結果については、庁内で共有したうえで、市から依頼する委員等について担当部署で見直
しを行ったところであるが、地域からの選任が必要であること、国や県からの制度的な割り当てであることなどから、具体的な見直しには至っていない状況である。
　早期に結論を得ることが難しい課題であるが、行政区長やコミュニティ会議、自治会を含む地域への負担となっているものについて少しでも軽減を図るため、まずは今年度、行政から行政区長を
通じて地域へ依頼している推薦願について担当部署に対し、その内容の重要性や必要性など詳細の確認をした上で、改めて推薦の方法の見直しや、定数の削減、推薦選出いただく地域の再編
拡大等の対応についての可能性について協議をして、研究することとしている。
　例えば、ひとつの行政区から定数２名を選出するところを、３つの行政区から２名の選出をするなど、複数の行政区が共同して選出する仕組などについて出来るかどうかなども検討のひとつにな
るものと考えている。そもそもの推薦依頼の廃止、推薦人数の減少、制度自体の見直しなどの成果を図ることも必要だと考えており、今後取り組んでまいりたいと考えている。

【八重樫副市長】
　このテーマについては複数の地域から課題として挙げられている。全庁的に検討を進めていきたいと思う。

【スポーツ振興課】
　地域スポーツ普及員は、昭和57年度に旧花巻市において各行政区単位に「体力づくり推進員」として委嘱し市民の体力づくりを推進しているものであり、その後、
合併時などに名称を変え、平成26年からは「地域スポーツ普及員」となり現在に至っている。
　主な活動内容としては、２月に開催している花巻市民ニュースポーツ交流大会の運営及び参加の協力をいただいているほか、地域の軽スポーツの普及として地
区協議会単位のニュースポーツ大会や講習会等の企画・運営を行っていただいている。また、４月に開催しているイーハトーブ花巻ハーフマラソン大会の走路員な
どのスタッフを担っていただいており、各地域協議会において活動内容等を検討していただきながら、市民の体力づくり推進の活動を支援したいと考えている。
　一方で、市全体の普及員の人数規模、行政区単位での推薦とする現在の体制については、人口減少などの事情により人選が難しい地区もあるため、人数規模や
推薦方法など普及員のあり方について各地区協議会の意見を聴きながら検討していく。

【健康づくり課】
　保健推進委員の活動については、大きく３点となる。
　１つ目は市民の健康づくりの推進に関することで、保健推進委員自らが市や県の主催する研修会に参加し、健康づくりについて学び、生活の中で実践したり、地区
の集まりやサロン、通いの場など様々な機会に話題とし、普及啓発を頂くことにより地域の皆さんの健康づくりにつなげるものである。
　２つ目は、地域の健康づくり推進事業への協力をお願いしている。市は保健推進委員の方々による受診の呼びかけや自治公民館等への健診案内のチラシ・ポス
ター掲示により、特定健診の受診率が非常に高い状況となっている。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大が深刻化する中、ワクチン接種が急がれる時期に
は、コロナワクチンの集団接種にも会場で接種者の案内等対応頂くなどの活動もお願いしたところである。
　３つ目は、地域活動への協力をお願いしている。地域の皆さんで行っているサロン、通いの場等で受付等の協力や、地域の方からの健康等の相談を受けた場合
は、必要に応じて市や関係機関へ紹介頂くこととしている。
　保健推進委員は、市民の健康づくりについて行政と地域のパイプ役として保健活動を市とともに推進する役割を担っている。しかし、人口減少や高齢化が進む中、
それぞれの地区で推薦に苦慮している現状や活動実態もふまえ、令和３年度に保健推進委員の定員数を見直し、361名から290名としたところである。今後、定数の
見直しや推薦方法については、必要時検討していく。

【地域づくり課】
　市が委嘱する委員等の推薦依頼については、行政区長、民生委員児童委員、統計調査員などがあり、人選には大変なご苦労をお掛けしているところである。令和
２年度に市が区長の皆様を対象に実施したアンケート調査において、最も負担と感じていることとして挙げられた項目でもあった。この結果については、庁内で共有
したうえで、市から依頼する委員等について担当部署で見直しを行ったところであるが、地域からの選任が必要であること、国や県からの制度的な割り当てであるこ
となどから、具体的な見直しには至っていない状況である。
　早期に結論を得ることが難しい課題であるが、行政区長やコミュニティ会議、自治会を含む地域への負担となっているものについて少しでも軽減を図るため、まず
は今年度、行政から行政区長を通じて地域へ依頼している推薦願について担当部署に対し、その内容の重要性や必要性など詳細の確認をした上で、改めて推薦
の方法の見直しや、定数の削減、推薦選出いただく地域の再編拡大等の対応についての可能性について協議をして、研究することとしている。
　例えば、ひとつの行政区から定数２名を選出するところを、３つの行政区から２名の選出をするなど、複数の行政区が共同して選出する仕組などについて出来るか
どうかなども検討のひとつになるものと考えている。そもそもの推薦依頼の廃止、推薦人数の減少、制度自体の見直しなどの成果を図ることも必要だと考えており、
今後取り組んでまいりたいと考えている。
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